
不動産市場調査（マーケットレポート作成）

『不動産鑑定評価』に加え、様々な切り口で『投資戦略支援ツール』を各種ご提供致します

不動産市場将来予測・市況モニタリング（短期・中長期予測）

不動産投資戦略支援

【ご提供一例】
○Ａビル・マーケットレポート
・現在新規賃料/将来新規賃料予測
・中長期賃料シミュレーション

【クライアント様ご導入実績】
金融機関・機関投資家・商社・デベロッパー様等

○賃料/ＣＡＰレート予測
・短期予測（予兆管理）
・中長期予測モデル予測
・エリア別予測（感度分析）

○継続的市況モニタリング
・マクロ分析/ミクロ分析

667,931

14,233

97,398

109,770

584,130

274,752

32,283
0
49,019

110,490
69,201

0 0

199,070
168,000

0 0

200,064

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

(㎡) 赤坂・六本木・青山

新規供給面積（建築面積） 新規供給面積（建築面積）平均

予測

2006.062006.122007.062007.122008.062008.122009.062009.122010.062010.122011.062011.122012.062012.122013.062013.122014.062014.12
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先行指標上昇

2014.12から上昇見込

先行指標は上昇も、

震災の影響で実績は横ばい

先行指標上昇

前回均衡期以降、下落
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新規賃料予測結果（2011=100）

都心5区（モデル予測） 東京駅西側（丸の内・大手町） 八重洲・京橋・日本橋

皇居北側 永田町・霞ヶ関 新橋・虎ノ門

赤坂・青山・六本木 浜松町・芝・三田・田町 品川・大崎

西新宿 渋谷・恵比寿

予測
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赤坂・六本木・青山

サービス業 運輸業・郵便業

卸売業・小売業 金融業・保険業

建設業 情報通信業

製造業 電気業・ガス・熱供給・水道業

不動産業・物品賃貸業 鉱業・採石業・砂利採取業
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新規賃料予測

予測

不動産投資戦略

オフィス投資インデックスご提供

【オフィスインデックス】

金融機関 機関投資家 商社 デベロッパ 様等

社内不動産評価基準見直し支援

○担保評価基準見直し支援

マクロ分析/ミクロ分析
【クライアント様ご導入実績】金融機関・機関投資家・商社様等

60.00 

JOIX（総合収益率、MU-CBex接続）

バブル経済高度成長期

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

マクロ指数（メイン） 103 101 106 126 148 151 114 100 94 93 97 106 112 115 117 117 117 118

マクロ指数（楽観） 93 97 107 115 120 123 125 127 129

マクロ指数（悲観） 93 97 105 109 111 111 110 108 107

赤坂・六本木・青山（メイン） 111 109 110 123 158 155 117 100 89 88 91 97 105 108 110 110 110 110

赤坂・六本木・青山(楽観) 88 92 103 112 117 120 122 124 126

赤坂・六本木・青山(悲観) 88 90 95 99 101 101 99 98 97

70

不動産投資戦略
不動産融資戦略
不動産運用戦略

・インカムリターン
・キャピタルリターン
・総合リターン
【クライアント様ご導入実績】
生命保険/損害保険会社・金融機関・商社様等

・原価法・収益還元法運用基準見直し支援
・賃料・利回り等収益価格査定諸元見直し支援

○不動産投資（エクイティ）基準見直し支援
【クライアント様ご導入実績】
金融機関様・生命保険会社様等
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丸の内・大手町・有楽町 飯田橋・九段・富士見 神田神保町・神田小川町 内神田・神田須田町 岩本町・東神田・外神田

ル経済高度成長期

バブル崩壊
リーマンショック

ファンドバブル

各種データ分析 アセットマネージャー支援（ＩＲ支援）

【ご提供の一例】
○エクイティストーリー構築支援 等

【ご提供の一例】
○オフィス成約賃料改定率調査
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横ばいが多い。

小さな減額帯（④）は

増加傾向
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築年とキャップレートの関係

オフィス
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レジ（シングル）

都心型商業
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物流

○ クイティスト リ 構築支援 等
・築年・規模・エリア別ボラティリティ計測
（賃料・空室率・ＣＡＰレート・床単価）
・築年とＣＡＰレートの相関性 等

【クライアント様ご導入実績】ＲＥＩＴアセットマネージャー様等

○オフィス成約賃料改定率調査
・時系列分析/エリア別分析（都心・地方）

○不動産取引市場調査
・マクロ分析（全体取引量・傾向）/ミクロ分析（エリア別床単価分析等）

【クライアント様ご導入実績】ＲＥＩＴアセットマネージャー様等

証券化対象不動産 特殊 セ ト
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大きな減額帯は
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